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国際教養大学では、学術研究の信頼性と公正性を確保するとともに、研究者及び研究者の研

究活動を支援する事務職員に対して、それぞれの立場での自覚と適正な行動を促すため、

「国際教養大学における公的研究費の使用・管理に関する行動規範」を制定しています。 

これにより、国際教養大学は、社会的責任を十分自覚して適切な研究活動を行うとともに、

研究費等の適正な使用に努めます。 

 

 

国際教養大学における公的研究費の使用・管理に関する行動規範 

 

平成 26年 12月 18日制定 

 

公立大学法人国際教養大学（以下「本学」という。）は、公的研究費の適正な使用・管

理を目的として、ここに行動規範を定める。本学において研究活動に携わる者（以下「研

究者」という。）と研究活動の支援及び管理に携わる者（以下「事務職員」という。）は、

以下の行動規範を遵守しなければならない。 

 

１ 研究者及び事務職員は、公的研究費の原資が国民の税金等で賄われていることを認

識し、公的研究費を適正かつ効率的に使用・管理しなければならない。 

 

２ 研究者及び事務職員は、公的研究費の使用・管理にあたり、関係法令及び本学諸規定

（以下「関係法令等」という。）を遵守しなければならない。 

 

３ 研究者は、研究計画に基づき、公的研究費の計画的な使用に努めなければならない。 

また事務職員は、研究活動の特性を理解し事務処理を行わなくてはならない。 

 

４ 研究者及び事務職員は、公的研究費の取扱いに関する研修等に積極的に参加し、関係

法令等に係る知識習得に努めなければならない。 

 

５ 研究者及び事務職員は、公的研究費の使用・管理にあたり、取引業者との関係におい

て国民の疑惑や不信を招くことのないよう公正に行動しなければならない。 

 

６ 研究者及び事務職員は、相互理解と連携を図り、公的研究費の不正使用を未然に防止

するよう努めなければならない。 

 

７ 研究者及び事務職員は、関係法令等に違反して不正を行った場合は、処分と法的責任

を負わなければならない。 
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公的研究費の適正な執行について 

 

 公的研究費（教員研究費を含む）とは文部科学省または文部科学省が所管する独立行政法人か

ら配分される競争的外部資金（科研費等）のほか、運営費交付金、受託研究費等を財源として本

学で使用されるすべての研究資金を指します。 

 公的研究費の不正防止については、文部科学省より「研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドライン（実施基準）」（平成 19年 2月 15日（令和 3年 2月 1日改正））が示されてお

り、本学においても、規程等整備するなど厳正な執行・管理が求められているところです。 

 公的研究費の適正執行については、以前から周知徹底を図っておりますが、教員の皆さまには、

今後も適正に研究費を執行していただくようお願いいたします。 

 

（１） 国際教養大学における公的研究費の運営・管理の実施体制 

 

 

① 最高管理責任者：学長 

公的研究費の不正使用の防止について最終責任を負う。 

 

② 統括管理責任者：教務担当副学長 

● 最高管理責任者を補佐し、研究費の不正使用の防止について本学全体を統括する責任

と権限を有する。 

● 不正使用防止計画を策定し、これを実施する。 

 

③ コンプライアンス推進責任者：研究部長、事務局長 

統括管理責任者の指示のもと、以下の事項を行う。 
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● 不正使用防止計画を実施し、実施状況を統括管理責任者に報告する。 

● 研究者等（研究活動及び研究費の運営管理に携わる全ての者）に対しコンプライアン

ス教育を実施し、受講状況及び理解度を把握し、未受講の研究者等及び理解が低い研

究者等に対し必要な指導を行う。 

● 研究者等が適切に研究費の管理及び執行を行っているか等をモニタリングし、必要に

応じて改善を指導する。 

● 研究者等に対し、誓約書の提出を求める。 

 

④ 相談窓口：研究・地域連携推進課 

研究活動及び研究費の運営・管理に関する相談を受け付ける窓口 

連 絡 先 公立大学法人国際教養大学 研究・地域連携推進課 

住所 〒010-1292 秋田県秋田市雄和椿川字奥椿岱 

直通電話 018-886-9021/5905 

電子メール research@aiu.ac.jp 

連絡方法 電子メール、電話、封書により受け付けます。 

受付時間 平日 9：00～17：00 

 

⑤ 通報窓口：教職員支援室 

研究活動における不正行為及び研究費の不正使用に関する通報及び情報提供を受け付

ける窓口 

連 絡 先 公立大学法人国際教養大学教職員支援室 

住所 〒010-1292 秋田県秋田市雄和椿川字奥椿岱 

直通電話 018-886-5829 

電子メール compliance@gl.aiu.ac.jp 

連絡方法 電子メール、電話、封書により受け付けます。 

受付時間 平日 9：00～17：00 
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（２） 研究費の不正な使用とは 

 公的研究費の不正な使用とは、大きく分けて「物品購入に係る不正」、「旅費に係る不正」、

「人件費（賃金・謝金等）に係る不正」があります。 

 

① 物品購入に係る不正 

● 架空請求… 実際には購入していない物品を購入したことにして、その代金を業者

に「預け金」として管理させ、他の物品の購入等に使用すること。あ

るいは、納品検収した物品等を業者に持ち帰らせること等により、支

払われた購入代金を別の用途に流用すること。 

● 換 金… 購入した換金性の高い物品（パソコン等）を換金し、それにより得た

代金を別の用途に使用すること。 

● 品名替え… 研究費の支出対象とならない物品を購入するため、業者に虚偽の会計

書類（領収書や請求書等）を作成させて、精算手続きを行うこと。 

● 期 ず れ… 納品が間に合わないにも関わらず、年度内に納品されたかのような虚

偽の納品書を業者に作成させ、精算手続きを行うこと。 

 

② 旅費に係る不正 

● カラ出張… 出張した事実が無いにも関わらず、実際に出張したように装った

虚偽の出張申請や報告をもって、精算手続きを行うこと。 

● 水増し請求… 格安航空券等を購入したにも関わらず、正規料金や別の経路との

差額を加えて虚偽の会計書類（見積書や領収書）をもって精算手続

きを行うこと。あるいは、実際の出張が出張申請より短い期間や少

ない費用となったにも関わらず、修正処理をせずに精算手続きを

行うこと。その他、実際の出張事実と異なる旅費請求を行うこと。 

● 二重請求… 他の研究機関等から旅費の支給を受けたにも関わらず、同じ出張

の旅費を請求し、二重に旅費を受給すること。 

 

③ 人件費（賃金・謝金等）に係る不正 

● カラ謝金… 勤務した事実がないにも関わらず、実際に勤務したように装った

虚偽の出勤簿や報告書等をもって、賃金・謝金を請求すること。 

● 水増し請求… 勤務した日数や時間数を水増しした出勤簿や報告書等の書類を作

成して、賃金・謝金を請求すること。 

 

 上記のような行為は一切認められませんので絶対に行わないでください。公的研究費の使

用に関して不明な点がある場合は、事前に研究支援チーム（research@aiu.ac.jp）に相談して

ください。 
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（３） 国際教養大学における研究活動上の不正防止に向けた対策関係規程等 

以下の規程等については、国際教養大学公式ホームぺージで公表しています。 

https://web.aiu.ac.jp/about/disclosure/research/fraudprevention/ 

 

【公的研究費の不正防止に向けた対策関係】 

● 国際教養大学研究費の使用・管理に関する行動規範 

● 国際教養大学における研究費不正使用・研究不正行為防止に係る取組体制図 

● 国際教養大学における研究費の不正使用防止に関する基本方針 

● 国際教養大学における研究費の不正使用の防止等に関する規程 

● 国際教養大学研究費不正使用防止計画 

● 国際教養大学定款 

● 国際教養大学研究費規程 

● 国際教養大学会計規程 

● 国際教養大学会計組織等規程 

● 国際教養大学金銭出納事務規程 

● 国際教養大学契約事務規程 

● 国際教養大学旅費規程 

● 国際教養大学教職員就業規程 

● 国際教養大学懲戒手続規程 

● 国際教養大学内部監査規程 

● 国際教養大学科学研究費補助金及び学術研究助成金取扱規程 

● 国際教養大学物品購入等契約に係る取引停止等の取扱基準 

 

 

 

以下のガイドラインについては、文部科学省ホームページで公表しています。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904_21.htm 

● 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」平成 19 年 2

月 14日（令和 3年 2月 1日改正）文部科学大臣決定 
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公的研究費を執行するにあたって 

 

 国際教養大学では、教員研究費などの学内助成制度を整えて教員の研究活動を推進していま

す。また、科研費などの競争的外部資金についても、大学として機関管理を行っています。 

 研究費を使って研究活動を実施することは、研究の効果的かつ効率的な推進、成果の創出に

不可欠です。一方で、研究費の使用で不正や不適切な事案が生じた場合には、当該教員はもと

より、その教員が所属する研究機関への競争的外部資金の配分停止など、大学及び他の所属教

員にも大きな影響が生じます。 

 執行ルールを順守することで適正に研究費を活用できますので、研究費の有効かつ適正な使

用に努めていただきますようお願いいたします。 

 

（１） 研究費は給与所得ではありません 

大学が支給する研究費に関する所得税の取扱いについては、国税庁長官通達（昭和 33 年

8月 20日 国税庁 直所 2-59）によって、以下のように定められています。 

 

① 個人研究費、特別研究費、研究雑費又は研究費補助等の名目で、教授等の地位又は

資格等に応じ、年額又は月額により支給されるものについては、大学が当該教授等

からその費途の明細を徴し、且つ、購入に係る物品がすべて大学に帰属するもので

ある等、大学が直接支出すべきであったものを当該教授等を通じて支出したと認め

られるものを除き、当該教授等の給与所得とすること。 

 

② 大学から与えられた研究題目又は当該教授等の選択による研究題目の研究のため

に必要な金額としてあらかじめ支給される研究奨励金のようなものについては①

に準じて取り扱うこと。 

 

研究費として大学から配分される費用は、本来研究計画に基づき大学が直接支出するべき

ものと考えられ、研究費が配分された教員へ、当該研究費に対する所得税は課税されてい

ません。給与所得の一部ではありませんので、教員の裁量で自由に研究費を使用すること

はできません。研究計画に基づいた研究費の執行となるよう留意してください。 

 

（２） 研究費の出し手（費用負担者）に対する説明責任があります 

教員研究費は運営費交付金を基盤とする大学予算により配分されており、また科研費など

の競争的外部資金は国の助成金等によって成り立っています。そのため、研究費の出し手

（費用負担者）である国民に対して、使途や成果の説明責任を負います。一般的に、研究

費の出し手が理解できるような使途、支出の仕方となるように努めてください。理解の難

しい執行の際には、丁寧な説明をお願いします。 

 

（３） 研究費は制度ごとに目的があります 

複数の研究費を持っている場合、予算に余裕のある研究費から購入・支出したいと考える

ことがあるかもしれません。しかし研究費は制度ごとにその目的があるため、当該制度の
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目的と異なる研究費の執行は行わないようにお願いします。複数の研究費（学内外とも）

を合算して、一つの目的のために支払うことは、研究費それぞれに対して目的外使用の疑

義が生じますので注意してください。ただし、それぞれのルールにより認められている場

合に限り、複数の研究費等を合算使用または同時使用することができます。詳細は P.28

の「複数の研究費等を合わせて旅費を支出する場合について」をご参照ください。 

 

（４） モニタリングについて 

研究支援チームでは、上記 3点に照らして研究費執行の確認をしています。計画と執行の

関係が不明確である場合には追加の説明をお願いすることがありますので、ご協力をお願

いします。 

 

（５） 監査の実施について 

本学では、研究費執行ルールに基づいて適正な執行・管理が行われているかの監査を毎年

実施しています。本学監事による監査（監事監査）、秋田県監査委員事務局による監査（県

監査）は、研究費だけではなく大学予算全体を対象に行われますが、その実施状況及び結

果は、理事長及び秋田県知事に報告することが義務付けられています。 

また、監査室による内部監査は、科研費等、文部科学省の競争的研究費を監査対象として

おり、その実施状況及び結果は、理事長及び文科省に報告することが義務付けられていま

す。 

 

【監査室による内部監査】 

⚫ 定期監査：適正な執行がなされているか、支払証拠資料の確認を行う。また、備品登

録や寄付受入れなどの手続きが適切に行われているかどうかも確認する。 

 

⚫ リスクアプローチ監査：不正使用が発生するリスク要因となりうる事項に着目し、毎

年一定数を抽出して重点的な調査を行う。書類上の確認のみならず、実際の購入物品

の納品状況及び仕様状況の確認、出張、研究補助者等の勤務実態など事実関係等を確

認する。 

 

研究費の使用については、いつ監査を受けても問題がないよう、書類の整備及び購入した

物品の適正な管理をお願いします。 
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はじめに  

本マニュアルは、学内研究費、科研費、その他の学外研究費の執行に適用されます。ただし、

使用する資金により、執行ルールが異なる場合があります。 

研究費の執行には、“rakumo Workflow”（以下 rakumo）を通しての申請が必須となります。

rakumoについての詳細は、【別紙】で確認してください。 

 

 

⚫ 学内研究費：教員研究費 

基礎研究の推進を図るとともに、教育効果を高めることを目的に大学予算から配分される

研究費。 

教員研究費年間配分上限額：350,000円（専任教員）、175,000円（特任教員） 

 

⚫ 学外研究費：科学研究費助成事業（科研費）等 

   学外でも様々な研究助成金があり応募することができます。学外の研究費についても、

原則として本学の定めるルールに則って執行することとなりますが、資金の種類によって

執行ルールが一部異なる場合もありますので、ご不明な点は、研究・地域連携推進課研究

支援チーム（以下研究支援チーム）にご相談ください。 

 なお、学外研究費の公募情報は、“rakumo Board”に随時アップデートされます。 

（※“rakumo Board”は Googleアプリランチャーからアクセス可能です。） 

    

これら公的研究費は、税金等を財源としており、厳正な監査の対象となっています。金額の

多寡にかかわらず全て情報公開の対象となりますので、適正な執行を行ってください。必要

に応じて、学長の命令により研究費執行に関する調査を行う場合があります。研究費の執行

に際しては公立大学法人国際教養大学研究費規程、国際教養大学における研究費の不正使用

の防止等に関する規程、同会計規程、同金銭出納事務規程、同旅費規程等が適用されます。 

 

 

 

 

 

 

1． 研究費の概要 
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2． 研究費の支出対象 

 

 研究費による支出の対象となる主なもの （研究活動に直接必要な経費であること） 

物品等 PC等の電子機器、消耗品、書籍（電子書籍含む）等 

旅費 交通費、宿泊費、出張手当等 

謝金 
学生雇用、講師依頼、翻訳料、英文等校正料、デザイン料、研究協力者への

謝礼の金券等  

その他 

文献複写代・コピー代・印刷製本代等 

学会等参加費・登録料・年会費 

セミナー、講習会、研修会等の参加費（教員研究費のみ、研究活動に必要な

能力開発を目的としたもの） 

論文投稿料、郵送料（切手代含む）・宅配便料、リース・レンタル料（会場

借り上げ、機器レンタル等）、支払手数料、サブスクリプション費用等 

金銭収入（印税収入等）を伴わない著作物の出版経費全般（印刷・製本・デ

ザイン・旅費等）※ 

 

※ 金銭収入が発生していないことを証明するため、rakumo申請の際は契約書の写しや業者と

のメールのやり取りなどの証憑書類を添付してください。   

 

⚫ 研究費による支出の対象とならない主なもの 

対象外 

月極めの給与 

学会等の懇親会費・レセプション代 

金銭収入（印税収入等）を伴う著作物の出版経費全般（印刷・製本・デザイ

ン・打合せのための旅費等） 

水道光熱費の支払い 

学内の共同研究者に対する謝金や報酬 

他の研究助成金と合算しての物品の購入 

建物等施設に関する経費 

大学が通常備えているべき家具什器（研究室の椅子・机、棚、デスクライ

ト、冷暖房器具等）、空気清浄機、加湿器、シュレッダー等  

その他、研究活動との直接的な関連性が判りにくいもの、公用・私用の区別

の判断が困難なもの（汎用性の高いもの）（例：携帯電話、インターネット

利用料、個人名の印鑑、学費等） 
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⚫ 執行期間 

学内研究費の使用期間は、当該年度 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までで、翌年度への繰

越しはできません。精算の結果残金が生じた場合でも、残金の配分や翌年度への繰越しは

できません。当該年度の研究費は、当該年度内（3月末日まで）に研究に利用する物品・

サービス等に対して、当該年度内に納品が確認されたものにのみ使用できます（領収書の

記載日は執行期間内であること）。 

また、年度をまたいだ契約はできないため、大学発注の物品の場合で、年度内に注文し、

納品が当該年度内に完了しない見込みとなった場合は注文をキャンセルする可能性があ

ります。対象の物品が大学に納品される見通しでも、申請者である教員が出張等の理由に

より 3月末までに使用開始ができない場合は、同年度内の研究に必要な物品と見なされず、

また同年度内に納品が完了しないと判断し発注をキャンセルする可能性があります。 

翌年度の予算配分後に一度キャンセルしたものを再発注し、あらためて翌年度の予算か

ら支出することはできますが、キャンセルにかかる費用（キャンセル代、返送にかかる郵

送料等）は教員の自己負担となります。研究費の支出が年度末に集中することのないよう

（予算消化のための支出とみなされる場合があります）研究目的に沿った計画的且つ適正

な予算執行に努めてください。 

学外研究費の使用期間については、配分機関の定めによります。 

 

2026年度執行期間 2026年 4月 1日～2027年 3月 31日 
 

＊当該年度の学内研究費執行に係る申請の締め日については、毎年 1 月頃にメールにてお知ら

せします。 

 

<参照> 公立大学法人国際教養大学研究費規程 

（研究費の執行）  

第１７条第２項 研究費は、原則として年度末までに執行するものとし、翌年度に繰

り越すことはできない。 
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研究費の執行方法には、大学が業者に直接発注・支払いを行う「大学払」と教員が立

て替えて購入・支払いを行い、後日大学に精算請求を行う「立替払」の２種類がありま

す。研究費の支出対象・金額により、執行方法が異なります。 

 

支出対象 1 回の執行金額 大学払 立替払 
rakumo 

申請期限 

管理物品[P.18] 金額にかかわらず ○ × 
Purchase Request: 

納品希望日の遅くとも 2 週
間前まで 

物品等 

(管理物品以外) 

税込 10 万円未満 × ○ 
Reimbursement Request: 

購入日から 1 か月以内 

税込 10 万円以上 〇 × 
Purchase Request: 
納品希望日の遅くとも 2 週
間前まで 

旅費 金額にかかわらず × 
○ 

（上限額なし） 

Reimbursement Request: 
出張終了後 1 か月以内 

謝金 

(学生雇用、業務依頼、

翻訳、校正等） 

金額にかかわらず ○ × 

Student Employment 
Application:  

雇用開始日の 2週間前まで 
Payment Request:  
勤務翌月 5 日まで 

Work Request:  
業務開始日の 2週間前まで 

その他 

 

税込 10 万円未満 × ○ 
Reimbursement Request: 

購入日から 1 か月以内 

税込 10 万円以上 〇 × 
Purchase Request: 

納品希望日の遅くとも 2 週
間前まで 

 

 

 立替払の注意点 

 （1）上限額 

一度の発注で 10万円未満（税込 99,999円まで）となる物品等は、立替払による購

入となります。ただし、10万円未満になるように、意図的に分割発注し、領収書を分

けて請求することはできません。一度の発注が 10 万円以上になる物品は大学払にな

りますので、rakumo から購入依頼(Purchase Request)を提出してください。旅費の立

替額に上限はありません。 

 

➢ 教員および事務職員の作業量を抑制し、より効率的な研究費運用のため、原則と

して、管理物品以外の 10万円未満の物品等については、教員の立替購入とさせて

いただいております。 

 

3． 研究費の執行方法（大学払と立替払について） 



 12 

 

（2）領収書 

領収書は、書式や体裁は問いませんが、証拠書類として扱うためには①支払日、②

宛名（買い手）、③発行者（売り手）、④品目（但し書き）、⑤金額が明記されていなけ

れば、証拠書類として認められません。なお、領収書は必ず原本を提出してください。

領収書の記載内容に不備がある場合は、領収者に再発行をお願いする場合もあります。

受領時に上記の 5項目が明記されているかを確認してください。なお、領収書を発行

者以外が訂正することは認められません。 

 

◆ 支払日については、発行年月日に誤りがないか受取時に確認してください。日付が

空欄または、発行日付が研究費の執行期間外（2026年 4月 1日～2027年 3月 31日

の期間外）のものは精算不可となります。ただし、事前承認を得ている出張旅費、

支払い期限が前年度の参加費、年会費など、前年度のものが認められる場合があり

ます。 

 

◆ 宛名（買い手）は、「上様」や「国際教養大学様」ではなく、「支払った教員本人の

氏名」をフルネームで記載してもらってください。家族や共同研究者名義のクレジ

ットカードや通信販売のアカウントを利用した購入は認められません。また、原則

として、領収書には宛名が必要ですが、バス・鉄道運賃、駐車場料金など、宛名を

記載せずに発行されることが通例のものについては、領収書にフルネームで自署（自

身で氏名を記入）してください。サインではありませんので、アルファベットはブ

ロック体で記入してください。  

 

◆ 品目（但し書き）については、物品の場合は製品名、旅費の場合は利用した鉄道情

報、フライト情報、ホテル情報（それぞれの利用日時、鉄道・フライトを利用した

場合は利用区間や旅程）を確認します。乗車区間が記載されていない JR の領収書、

ホテル名やフライト詳細が記載されていない旅行予約サイト等の領収書には、それ

らが確認できる補足書類を添付してください。 

 

◆ 金額については、単価、個数、合計金額を確認します。なお、領収書が示す請求金

額がポイント・クーポン等の利用により 0（ゼロ）円の場合、物品代金/サービス代

金を精算することはできません。 

 

◆ 領収書の提出について 

● 紙の領収書：必ず原本を提出してください。写真やスキャンデータでは精算できま

せん。 

● 電子領収書：PDFなどの電子で受け取った領収書については、rakumo へ貼付してく

ださい。もしくは印刷して提出してください。 
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◆ 領収書だけでは必要事項が確認できない場合、それらが確認できるクレジットカ－

ド利用明細や振込明細票等の提出が求められます。また、領収書が無い場合、上記

5項目が他の書類（複数可）により確認できれば、それらの提出をもって領収書に代

える事ができます。 

 

◆ クレジットカードを使用して外国通貨で支払いを行い、クレジットカード会社が円

換算額を記載した明細書（請求書、オンライン明細など）を提供する場合は、その

金額にて支払いますので、該当する書類を提出してください。円換算額が記載され

た証憑書類が無い場合は、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングまたは OANDA の外

国為替相場（T.T.S）に基づき日本円に換算します。物品等の精算の場合は、請求日

の為替レート、旅費の請求の場合は、日本を出国した日の為替レートを使用します。

2 か国以上への出張の場合であっても日本を出国した日の為替レートを使用します。 

 

◆ 二重精算防止の観点から、再発行であることが記載されない電子領収書については、

rakumo申請が重複請求とならないように、十分にご注意ください。 

 

（3）立替払によって得られるポイント、マイレージ、特典 

クレジットカード払いにより付与されるポイント等、その仕組みにより付与が避け

られないものについては、私的な使用は控え、次回以降の研究費での出張や物品購入

の際に使用するように自己管理してください。 

 

（4）rakumo申請の提出期限 

立替精算依頼(Reimbursement Request)の提出期限は、購入日から 1か月以内です。

Adobeや ChatGPT などのサブスクリプションも同様です。一度に複数月分の支払いを

請求せず、月々の精算を遅延なく確実に実施するようにお願いします。（P.17,P.35） 

 

 

 

➢ 留意事項 

 

年度末の精算業務は大変立て込みますので、年度末に一年分の精算をまとめて提出する

等の行為はおやめください。 

 

また、研究費の不正使用防止の観点（特に二重精算）からも rakumo 申請及び領収書の

提出はこまめに行ってください。 
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精算が認められる書類の例 

 

 

 

 

 

支払日 2026年 5月 7日 

領収書番号 NO.15326778 
① 支払日  

④ 品目（但し書き） 

⑤ 金額 

③ 発行者（売り手） 

支払日が入っていること 

電子領収書など、支払日と領収書の発行日が異なる場合は注意 

 

購入品の名称や金額が個別

に記載されていること 

（ISBNでも可） 

 

「領収書」や「確かに受け取った」など

文言が入っていること 

購入した場所の店名、住所、電話

番号が記載されていること 

 

手書きの領収書の場合は社判が

あること 

 

宛名がフルネームで記載されて

いること 

 

② 宛名（買い手）  
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精算が認められない書類の例 

 

 

2025/8/22（金）16:35 

 

御来店ありがとうございました 

 

 書籍他   5,000 円  

 

XXXX Book Shop 

〒158-XXXX Youga, Setagaya, Tokyo 

Phone Number: 03-XXXX-XXXX 

                                              Fax Number: 03-XXXX-XXXX 

  

購入物品の名称・数量・単価が記載

されている書類があれば、別途提出 

No.13243 

2026/05/14 

一度の発注が 100,000 円以上

となる場合は、立替払不可 

（旅費を除く） 

「領収書」や「受領済み」の記載がない 

発行日が前年度 
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【Amazon.co.jp領収書発行手順】 

 1. amazon.co.jpのサイトを開き、右上メニューまたはアカウントサービスから「注文履歴」 

  をクリック  

 

 

 2.「注文履歴」画面上で該当注文の枠内にある「領収書等」をクリックすると表示される 

  「印刷可能な注文概要」「明細書/適格請求書」リンクをクリック 

 

  ※ 配達が確実に完了していることを確認してください。 

 

 3.「適格請求書」または「支払い明細書」が出力されます。PDFを rakumoに添付して申請し

てください（PDF 添付を推奨）。印刷による提出も可能ですが、手書きサインは不要です。

上図の選択メニューの表示が変更になる場合がありますが、「適格請求書」「支払い明細書」

のいずれかを必ず提出してください。 
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4． 研究費の執行方法（支出対象別）                   

⑴ 物品等 

①  大学払 

研究支援チームが発注し、総務チームが商品の納品･検収後に大学が直接業者に支払い

を行います。 

購入を希望する物品／サービスについて、rakumoで購入依頼申請(Purchase Request)を

してください。その際、商品の仕様について詳細が確認できるものを添付してください。

1契約の注文の金額が 50万円以上の場合は 2者以上（100万円以上の場合は 3者以上）か

ら見積書を徴収し、価格を比較する必要があります。 

業者の選定は原則研究支援チームが行いますが、大学払であっても、教員本人に見積書

の徴取、発注、請求書の徴取を依頼することがあります。その際は、必ず見積書の宛名を

「国際教養大学」としてください。予め希望する特定のメーカー、商品等があり、教員自

ら見積書を徴取済みの場合は、rakumo申請時に見積書を添付するか原本を研究支援チーム

へ提出してください。提出いただいた見積書を使用して購入手続きを進めます。ただし、

発行日付や見積合わせのタイミング等、本学の会計ルールに沿っていない見積書の場合は

再度徴取をお願いすることがあります。 

   rakumoからの購入依頼申請 (Purchase Request)は納品希望日の遅くとも 2週間前まで

に行ってください。ただし、取引業者の在庫状況等により、希望する日までに納品されな

い場合があります。納品予定日が年度を超える場合は注文をキャンセルします。大学への

納品および事務局（総務課）での検収が年度内に完了する見込みであっても、申請者であ

る教員が出張等の理由により、年度内の物品の受取りができない場合は、年度内に不要の

物品と見なされ、研究費を執行することはできません。計画的な予算執行により、十分な

余裕を持って依頼するようお願いします。 

支払いは、原則として、納品・検収した月の翌月末になります。 

 

➢ 管理物品の購入について[P.18] 

購入物品の厳格かつ適正な大学管理を目的として、管理物品は金額にかかわらず、原則、

大学払での購入となります。立替払での購入は認められません。 

やむを得ない事情により立替払での購入が必要となる場合は、購入前に研究支援チーム

へご相談ください。 

 

②  立替払 

購入後 1か月以内に、rakumoで立替精算依頼(Reimbursement Request)を研究支援チー

ムに提出してください。精算業務には領収書の原本（税法上の要求）が必要です。領収書

の原本を研究支援チームに提出または A 棟 1 階のメールボックス 173 番に投函してくだ

さい。PDF 等の電子領収書は rakumo へ添付してください。rakumo 申請日から一週間以内

に領収書原本の提出が無かった場合、rakumo申請は一旦差し戻しとなりますので、領収書

原本の提出ができる状態になりましたら、再度 rakumo申請をお願いします。 

rakumo 差し戻しと却下のメールを受け取った際は、rakumo 内にあるメッセージを確認

するようにお願いします。領収書原本未提出による rakumo 申請の差し戻しの他、申請情
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報の不備等により rakumo 申請を差し戻したり、却下することもあります。 

 

➢ 留意点 

店頭のレジ端末から発行されるレシ－トや、手書き発行の領収書は、その写真デ－タ

を rakumoへ添付しても、精算手続きはできません。必ず原本の提出が必要となります。 

 

③  管理物品について 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 管理物品に該当するかどうか判断に迷う場合は研究支援チームまでお問い合わせくださ

い。 

 

上表に定める管理物品は原則大学払での購入となり、その物品は大学の備品となります。

納品時に事務局（総務課）が検収し、備品管理台帳にシリアルナンバー等の必要事項を登

録し、備品管理シールを貼った後に引き渡します。設置作業を伴う納品の場合は、事務局

（総務課）が設置後の納品状況を確認します。 

また、大学で管理場所を把握しておく必要があるため、自宅等、学外での研究活動で使

用する可能性がある場合はお知らせください。 

備品管理台帳に登録され大学管理となった管理物品は、大学の許可なく廃棄・譲渡・貸

出することはできません。退職の際には、大学に返納することが原則ですが、耐用年数に

基づく残存価格、状況及び双方協議により教員へ譲渡、または売却できる場合もあります。

いずれの場合も事前に手続きが必要ですので、必ず総務チームまで申し出てください。 

 

＜科研費で購入した管理物品について＞ 

科研費で購入した管理物品（設備等）については、購入後速やかに「寄附願」を提出し

てください。研究代表者および研究分担者が直接経費により購入した設備等は、購入後直

ちに研究機関に寄附しなければならないこととされています。 

研究代表者または研究分担者が、科研費課題の研究期間中または終了後に他の研究機関

に異動する場合で、本学に寄附済みの設備等を異動先の研究機関で使用することを希望す

る際は、返還手続きを取りますので研究支援チームまでご連絡ください。 

管 理 物 品 

購入単価（税込）10 万円以上の設備、備品、図書 

換金性の高い物品（購入単価に関わらず以下の物品が該当） 

パソコン（ノートＰＣを含む）、タブレット型コンピュータ、デジタル

カメラ、ビデオカメラ、録画・録音・再生電子機器（DVD･BD･HDD レコ

ーダー、IC レコーダー等）、テレビ、モニター（ディスプレイ）、プリ

ンター、スキャナー、プロジェクター等 
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参考「科学研究費助成事業－科研費－学術研究助成基金助成金 研究者使用ルール（交付条件）」 

【設備等の取扱】 

3-19 研究代表者及び研究分担者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに

寄付することにより研究上の支障が生じる図書にあっては、研究上の支障がなくなるとき

に）、研究代表者又は研究分担者が所属する研究機関に寄付しなければならない。ただし、

図書を除く設備等について、直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる場合には、研

究代表者は、様式Ｆ－１５「寄付延期承認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承

認を得て、寄付を延期することができる。 

 

◆ 検収について 

管理物品の保守・点検の検収（デモ・試運転などを含む）は、管理物品を使用する教員

および事務局（総務チーム、ICT・教学推進室など）の職員が立ち会い等により行います。 

 

◆ 買取について 

研究費等で購入した管理物品を教員が買取りする場合も事前に手続きが必要ですので、

必ず総務チームまでお申し出ください。 

（例）PC 買取の場合の手順 

①    教員 → 総務チーム 物品（返納・買取）申請書の提出 

②    総務チーム → 教員 減価償却後の金額で請求書を発行 

③    教員 → 大学の銀行口座 物品代金を大学へ振込 

④    総務チーム → 教員 入金確認後、買取手続き完了 

 

◆ 機器の摩耗等による返却(廃棄)の場合 

老朽化、もしくはその他事由により利用しなくなった管理物品（コンピュ－タ等）につ

いては、rakumoから管理物品返却届（Return of Managed Goods purchased with Research 

Fund/KAKENHI/etc.)を申請後、研究支援チームへ返却してください。 

 

◆ 紛失した場合（紛失報告） 

大学の管理物品を紛失してしまった場合は、「顛末書」（様式任意）を作成し、それを添

付して rakumoから管理物品紛失報告（Reporting the loss of Managed Goods purchased 

with Research Fund/KAKENHI/etc.）を申請してください。「顛末書」には、発生日時、経

緯などの一部始終を説明し、問題が起きた原因、再発防止策などを記載してください。 

 

◆ 備品管理台帳の確認 

下記 URL にアクセスすると、自身が使用している管理物品を確認することができます。 

https://bbase.aiu.ac.jp/app/aila-it-asset-manager#/equipments 
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④  パソコン・タブレット等の購入について 

本学研究運営委員会の決定により、パソコン・タブレット等の購入は、原則として 3年

間でデスクトップパソコン 1台、モバイル端末 1台（ノートパソコン、タブレット型コン

ピュータ等）までと定められています。それを超える台数の購入が必要な場合は、rakumo

での申請時に、remarks 欄にその理由を入力する、または理由書（様式任意）を添付して

くだい。購入理由が妥当と判断された場合は、購入することができます。 

 

<参照> 公立大学法人国際教養大学研究費規程 

（設備などの管理） 

第２０条 研究費により購入した取得価格 10 万円以上の設備、備品又は図書は、法人が

管理するものとする。 

 

<参照>  文部科学省 公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準） 

第４節 研究費の適正な運営・管理活動 

（実施上の留意事項） 

⑩ 換金性の高い物品については、競争的資金等で購入したことを明示するほか、物品の

所在が分かるよう記録することなどにより、適切に管理する。特に、パソコンについては

適切に管理することが望ましい。 

 

⑤  修理保証サービスと故障時の対応について（対象：管理物品を含む全ての購入物品） 

2025年度から物品の複数年にわたる修理保証サービスの契約が可能となりました。物品

と同様に立替払いをし、研究費から支出できます。（例：AppleCare、家電量販店の有料長

期保証、等） 

大学の管理物品が故障した場合は、研究支援チームにお知らせください。修理に係る対

応を行います。 

2025年度からは、修理保証サービスの対象とならない修理を含め、原則、修理費用は研

究費からの支出となります。ただし、2024年度までに購入した物品の修理や修理金額の規

模によっては、大学からの支出も検討できますので、研究支援チームまでご相談ください。 
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⑵ 旅費 

 

 出張前 出張後 

rakumo 申請 Before Trip Application: Research Activities 

*Domestic 用、International 用の 2 申請あり 

Faculty Travel Expenses Reimbursement 

添付書類  Form9 

  Sheet1 上段：出張申請･承認書 

  Sheet2：旅程表（出張前） 

 学会のプログラム、会議・発表のスケジュ

－ル、打合せアポイントメール等 

 Form9 

  Sheet1 下段：旅費請求書 

  Sheet3：旅程表（*出張後、旅程に変更が 

      あった場合のみ提出） 

 出張報告書、電子領収書、旅程補足資料（利

用した乗車駅・降車駅(バス停）、経路および

運賃、等） 

原本の提出 不要 紙の領収書等 

 

① 出張の申請、報告、精算 

※出張は、事前の rakumo申請と、報告・精算を兼ねた事後の rakumo申請が必要です。 

 

 出張する際は、必ず事前に rakumoから出張申請(Before Trip Application: Research 

Activities)を行ってください。出発直前の申請では事前の領域長、代表、領域代表（以

下、所属長）の承認が間に合わない可能性がありますので、日程に余裕をもって申請し

てください。 

 出張申請には、国際教養大学研究費規程様式第 9号（以下 Form9）【資料 1】の添付が必要

です。Form9の Sheet1【出張申請・承認書】に出張の詳細を、Sheet2【旅程表（出張前）】

に行程を入力し、参加する学会のプログラム日程や会議のスケジュール、打合せの場合は

可能な限りアポイントメントのメール等を併せて添付してください。 

 Form9は、出張終了後の旅費精算時に【旅費請求書】欄（Form9の Sheet1下部分）を使用

しますので、出張申請時のデータを保管しておいてください。 

 申請済みの出張がキャンセルになった場合は、研究支援チームへご連絡ください。 

 事前に所属長の承認を受けていない出張については、研究費を使用することはできません。 

 所属長の出張は、副学長の承認が必要です。 

 旅行のチケット手配は、原則、各自で行ってください。研究支援チームでは代行手配を行

っていません。  

 海外出張の際は、大学が海外旅行保険加入手続きを行います。私用滞在日数を含む出張で

も海外旅行保険に加入できますが、その私用滞在日数によっては、海外旅行保険に加入で

きない場合がありますので注意してください（P.22）。海外旅行保険手配のため、出張前申

請は予定が決まり次第、速やかに rakumo で出張前申請を行ってください。海外旅行保険

に関するお問合せは、教職員支援室までお願いします。 

 出張後、原則として 1か月以内に、rakumoから旅費精算申請(Faculty Travel Expenses 

Reimbursement)を行ってください。Form9の Sheet1【旅費請求書】欄に詳細を、出張前

申請時の行程に変更があった場合は Sheet3【旅程表（出張後）】に実際の行程を入力し、

出張報告書（様式任意）【資料 2】と併せて rakumoに添付して旅費を請求してください。 
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領収書原本は研究支援チームに提出してください。PDF等の電子領収書は rakumoへ添付

してください。 

 出張報告書の記載内容の注意点の詳細については、P.28⑪項をご確認ください。また、

Form9に関する説明は、P.29⑫項をご確認ください。 

 

② 交通費 

 移動の際は原則として公共交通機関を使用してください。 

 現地経費は廃止されました。移動に係るすべての交通費は実費精算となります。 

 用務地に直行するための旅費、用務地から直帰するための旅費を支給します。宿泊が認め

られる場合に、用務地へ行く途中で単に荷物を宿泊地に置きにいくための旅費、用務地か

ら帰る途中で宿泊地に荷物を取りに行くための旅費は支給しません。 

 旅程に私的用務を含む際、以下に基づき、支給されない交通費が発生する場合があります。 

1） 研究用務の前又は後に休暇等、私的用務を目的とする滞在が組み合わされる場合で、

用務を目的とする滞在日数より、私的用務を目的とする滞在日数が多くなるときは、

滞在地からの出張又は用務地から滞在地への帰着とみなし、片道分の旅費のみを支給

します。  
 

◆ 用務開始前の私的日数が用務日数を上回る場合 

用務地から帰着地までの旅費のみを支給します。（復路分の旅費） 
 

◆ 用務終了後の私的日数が用務日数を上回る場合 

出発地から用務地までの旅費のみを支給します。（往路分の旅費） 
 

2） 研究用務の前及び後に休暇等、私的用務を目的とする滞在が組み合わされる場合で、

用務前及び用務後の私的用務に係る滞在日数の合計が、用務を目的とする滞在日数の

合計を上回るときは、滞在地からの出張及び滞在地への帰着とみなし、滞在地と用務

地との間の旅費のみを支給します。 
 

◆ 用務開始前及び後の私的日数が用務日数を上回る場合 

出発地から用務地までの旅費、用務地から帰着地までの旅費を限度額として、滞

在地から用務地までの旅費、用務地から滞在地までの旅費を支給します。 
 

3） 上記の滞在日数には、国際教養大学教職員の労働時間、休日、休暇等に関する規程で

定める休日は含めません。 

 

⚫ 飛行機 

 航空機の利用クラスは、エコノミークラスを利用してください。追加料金を支払ってアッ

プグレードや特別な座席指定をするための差額等は、その内容がビジネスクラスに満たな

い場合でも支給対象外となります。 

 飛行機を利用した場合は、領収書の他に、フライト情報（eチケット控/旅程表（Itinerary）

/保安検査証/ご搭乗案内、搭乗券/半券等）が記載されたものを提出してください。 
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⚫ バス、鉄道 

 普通列車（JR･私鉄･地下鉄･モノレール等）、路線バスについては領収書の添付を省略し、

料金表や路線検索等の金額で精算できます。別紙（様式任意）に利用した乗車駅・降車駅

（またはバス停）、経路および運賃を正確に記入して提出してください。路線検索

（NAVITIME、Yahoo 路線検索等）により、最も経済的かつ合理的な経路の運賃で支給しま

す。また、Suica等の ICカード利用の場合は ICカード運賃で支給します。 

 普通急行、特急（普通運賃のみで乗車できる場合を除く）、座席指定料金、リムジンバス

（路線バス以外の空港連絡バス等）の料金は必ず領収書を提出してください。領収書がな

い場合は精算できません。ただし、秋田市内-秋田空港間のリムジンバス利用に限り、領収

書の提出を省略することができます。その場合は、旅費の請求時に利用区間（乗降停留所）

を申告してください。 

 Suica、PASMO 等の IC カードや一日乗車券等の期間限定乗り放題券の購入費用は、用務で

の使用と私用による使用の区別が確認できないため精算できません。 

 精算方法について不明点がありましたら研究支援チームまでお問い合わせください。 

 

◆ 海外出張時のバス、鉄道について 

海外出張においては、すべての領収書を提出のうえ、別紙（様式任意）に運賃及び乗

車区間を記載したものを添付して提出してください。交通機関の事情によりどうしても

領収書が取得できない場合は、その理由を別紙に記載してください。 

 

◆ 普通急行、特急、座席指定料金（新幹線を含む）について 

鉄道の普通急行及び特急料金並びに座席指定料金は、原則として乗り換え区間※が片

道60ｋｍ以上旅行した場合に請求できます。移動距離の合計が60km以上であっても、途

中で乗り換えが発生し、1回あたりの乗車区間が60km未満となる場合は、原則として特急

料金等の支給対象外となります。ただし、次の1）～3）のいずれかに該当すると認定さ

れる場合は片道60ｋｍ未満でも請求できます。 

1） 業務等の都合により、その普通急行、及び特急を利用しなければ、出張先における

用務に間に合わない場合 

2） 接続等により、鉄道の待ち時間が概ね1時間以上空く場合 

3） その普通急行、及び特急を利用しなければ、出発が早朝（居住地を概ね午前7時30分

以前）となる場合、又は、帰宅が深夜（概ね午後10時以降）に及ぶ場合 

 

※乗り換え区間：1つの特急・新幹線等に乗り続けている区間 
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⚫ タクシー 

タクシーを利用する場合は必ず事前申請が必要です。タクシーの利用が認められる主な

理由は次のとおりとなります。 

1） 公共交通機関としての選択肢がタクシー以外に存在しない場合、又は、他の公共交通

機関を利用するよりもタクシーの方が安価な場合。 

2） 業務の多忙等の理由により、タクシー以外の公共交通機関では出張先における用務開

始時刻に間に合わない場合。 

3） 機材等、タクシー以外での運搬に適さない荷物を携行する必要がある用務の場合。 

  

＊1）～3）に該当する理由によりタクシーを利用する場合は、Form9の Sheet1【出張申請・

承認書】の「特別事由確認欄」にチェックを入れ、合理的な理由を説明してください。 

＊自宅から秋田空港まで、または秋田空港から自宅までのタクシー代は、原則として国際

教養大学-秋田空港間の料金のみ支給します。ただし、上記の申請により所属長が認め

る特別事由がある場合は、この限りではありません。 

 

⚫ レンタカー 

レンタカーの利用が認められる主な理由は、前記のタクシー利用が認められる理由と同

じです。レンタカー利用の場合は、Form9 の Sheet1【出張申請・承認書】「特別事由確認

欄」にチェックを入れ、理由を入力してください。 

 

⚫ 自家用車 

自家用車の利用は原則、県内出張に限り認められます。やむを得ず県外出張に使用しな

ければならない場合は、Form9の Sheet1【出張申請・承認書】「特別事由確認欄」にチェッ

クを入れ、合理的理由があることを説明した上で rakumo から出張申請を行い、所属長の

承認を得てください。ただし、その申請に先立ち、研究支援チームへ必ずご相談ください。 

 

⚫ 高速道路 

高速道路の利用料金は、片道（往路は出発地から最終用務地、復路は最終用務地から帰

着地）が 50km以上である場合に請求できます。ただし、次のいずれかに該当する場合は、

片道 50km 未満でも請求できますので、出張申請の際に Form9の Sheet1【出張申請・承認

書】「特別事由確認欄」の「その他」にチェックを入れ、合理的な理由を説明してください。 

高速道路の利用が認められる理由は次のとおりです。 

1） 業務の多忙等で、一般道路を利用すると用務に間に合わない場合。 

2） 用務先が複数個所に及ぶ場合。 

3） 一般道路を利用すると出発が早朝（居住地を概ね午前 7 時 30 分以前）となる場合、

又は、帰宅が深夜（概ね午後 10時以降）に及ぶ場合。 
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⚫ 秋田空港駐車場 

秋田空港駐車場を利用する際は、冬期間（12 月 1日から翌年 3月 31 日）に入庫または

出庫する場合を除いて、原則として第 1～3 駐車場を利用してください。冬期間以外の期

間に、やむを得ず立体駐車場を利用した場合は、Form9の Sheet1【旅費請求書】の「備考」

に利用の理由を記入してください。 

立体駐車場の利用が認められる主な理由は、次のとおりです。 

1） 第 1～3駐車場が満車の場合 

2） 駐車当日が悪天候の場合 

3） 出張に携帯する荷物（業務上の必要があるもの）の運搬が困難で、立体駐車場を利用

しなければ空港ターミナルに到達できない場合 

 

 

③ 宿泊費 

宿泊費には支給限度額があります。P.52～61の教職員等区分および【宿泊費支給限度額】

一覧表を参照ください。限度額を超える宿泊費を全額請求する場合は、出張申請時に Form9

の Sheet1【出張申請・承認書】「特別事由確認欄」にチェックを入れ、理由を説明した上

で、所属長の事前承認を受けてください。事前承認のない場合は、支給限度額までしか請

求できません。 

 

 前泊の宿泊費は、当日に出発すると用務開始時間に確実に間に合わない場合に請求   

できます。前泊となる場合は、Form9の Sheet1【出張申請・承認書】「前泊費用の請求」

欄にチェックを入れ、理由を記載してください。 

 学会参加の場合は、受付開始時間ではなく学会開始時間が用務開始時間となります。学

会開始時間前に研究用務（打ち合わせや情報交換など）がある場合は、Form9の Sheet1

【出張申請・承認書】に宿泊の必要性が確認できるようにスケジュールを記入してくだ

さい。 

 後泊が認められる理由は次の通りです。後泊となる場合は、Form9の Sheet1【出張申

請・承認書】「後泊費用の請求」欄にチェックを入れ、理由を説明してください。 

 1)出張用務の終了時刻が 17時 30分を超える場合  

 2)出張用務の終了後、当日中に帰着地に戻ることができる公共交通機関がない場合 

     3)出張用務の終了後の帰宅が深夜（概ね 22時以降）となる場合 

 用務終了時間が 17 時 30 分を超えて後泊となる場合、Form9（Sheet1）の用務終了時

間は、18:00 以降の時間を入力してください。17:30 と入力されている場合は後泊が

認められません。 

         例）17:35で用務終了→ 18:00と入力（プルダウン選択） 

           17:50で用務終了→ 18:00と入力（プルダウン選択） 

           18:15で用務終了→ 18:30と入力（プルダウン選択） 
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④ 出張手当 

国内は一律 2,400 円となり、海外は国別に規定されます。詳細は P.62【出張手当】一覧

表を参照してください。 

 出張手当には昼食代・夕食代が含まれます。学会参加費に含まれている場合や主催者負

担など、昼食・夕食の無料提供を受けた場合は出張手当が減額となります。該当する場

合は Form9 Sheet2と Sheet3の旅程表のチェック欄で申告してください。 

 県内の日帰り出張には出張手当は支給されませんが、宿泊を伴う県内出張は、出張手当

が支給されます。 

 日本を起点として出国する日から海外出張手当、帰国（入国）する日から国内出張手当

となります。 

 ただし、航空機等による移動中に日付を経過する場合の出張手当は、当該移動の到着地

の区分に応じた額とします。 

 

⑤ 通信費 

モバイル WiFi や SIM 等の購入費用の実費支給を必要とする場合は、事前に申請が必要

となります。Form9の Sheet1【出張申請・承認書】「特別事由確認欄」の「その他」にチェ

ックを入れ、理由を説明してください。 

 

⑥ パック旅行（交通機関と宿泊を組み合わせたパッケージ等） 

パック旅行の利用を希望する場合は、購入する前に研究支援チームまでお問い合わせく

ださい。 

 

⑦ 出張における家族同伴 

出張に配偶者、家族、その他知人等を伴うことは原則認められず、同伴した出張は私的

な旅行とみなされ旅費の精算を行うことはできません。ただし、次の条件を満たす場合で、

事前に所属長が承認した場合はこの限りではありません。出張申請時に Form9 の Sheet1

【出張申請・承認書】「特別事由確認欄」にチェックを入れ、理由を説明してください。 

1）家族等が一連の行程において重要な役割を果たし、同伴が不可欠であると認められる

場合 

2）本人の身体的な介助が必要である等、家族等がいなければ業務を達成できない場合 

3）その他特別な事情により、所属長が必要と認めた場合 

 

⑧ 円換算のレートについて 

外貨建て旅費を精算する場合で、クレジットカードを使用して外国通貨で支払いを行い、

クレジットカード会社が円換算額を記載した明細書（請求書、オンライン明細など）を提

供する場合は、その金額にて支払いますので、該当する書類を提出してください。円換算

額が記載された証憑憑書類が無い場合、出国した日の三菱 UFJリサーチ＆コンサルティン

グまたは OANDAの外国為替相場（T.T.S）の為替レート（ただし、2か国以上への出張の場

合は 2か国目以降それぞれの入国日の為替レート）で日本円に換算します。 
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⑨ 悪天候等トラブルが発生した場合 

悪天候による出張先での足止め等、本人の責に帰す事由ではない理由により事前承認の

ない交通費、宿泊費、その他費用が発生した場合は、それらの請求について研究支援チー

ムにご相談ください。 

 

⑩ 複数の研究費等を合わせて旅費を支出する場合について 

それぞれのルールにより認められている場合に限り、複数の研究費等を合算使用または

同時使用することができます。 

教員研究費と科研費は、国際教養大学研究費規程および科研費使用ルールで、合算使用

または同時使用がそれぞれ認められていますが、認められていない研究費等もありますの

でご留意ください。 

   

[用語説明] 

合算使用：ひとつの契約に係る１枚の領収書または請求書の支払いに、複数の研究費等

を合わせて使用すること。 

同時使用：ある研究活動に係る複数の支出が発生する際に、領収書または請求書（契約）

ごとに使用する財源を決めて、複数の研究費等を使用すること 

 

実際に複数の研究費等による合算使用、同時使用をする必要がある場合は、事前に研究

支援チームまでご相談ください。 

 

以下の例は、合算使用と同時使用を用いた場合の研究費の分け方について、実施可能な例

を示したものです。 

 

【例１．用務で出張日程を切り分けて支出する場合：合算使用可】 

研究費①（例えば科研費）に係る用務と研究費②（例えば教員研究費）に係る用務を合わ

せて 1回の出張を行う場合、各研究費の用務により出張日程を切り分け、日程に応じて算

出した旅費を各研究費から支出します。 

 

 

 

 

 

8月1日 8月2日 8月3日 8月4日 8月5日

用務

航空券代 研究費① ― ― ― 研究費②

宿泊料 研究費① 研究費① 研究費② 研究費② ―

出張手当 研究費① 研究費① 研究費① 研究費② 研究費②

研究費①関連の学会参加 研究費②関連の調査等
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【例２．用務内容で出張日程が切り分けられない場合：同時使用可】 

研究費①に係る用務と研究費②に係る用務が同じものである場合、例えば、学会 Aに参加

することが研究費①および②の用務である場合、用務内容で出張日程を切り分けることが

できないため、領収書（または請求書）ごとに予算を切り分けて支出します。 

 

 

 

 

⑪ 出張報告書の記載内容について（P.42 参照） 

内部監査により、出張報告書に記載内容が曖昧で、研究と出張との関連性が明確ではな

いとの指摘を受けています。以下の点に注意して出張報告書を作成するようにお願いいた

します。 

 

⚫ 出張報告書（様式任意）には以下の内容を記載してください。 

①使用予算 ②研究テーマ※ ③用務地（国･都市）④訪問先と日時  

⑤出張目的 ⑥出張概要･成果 

 ※ 科研費については、種目、課題番号、課題名（タイトル）を明記してください。 

 

⚫ 訪問先（個人の場合は役職および個人名）・訪問日時を具体的に記載してください。 

➢ 訪問先は、出張の目的が研究活動と関連していることがわかるように記載してください。 

例）×東京大学 ⇒ 〇東京大学法学部研究室図書館 

例）×国際花子教授 ⇒ 〇京都大学工学部建築学科 国際花子教授 

➢ 訪問日時は、出張期間を定める指針でもあることから具体的に記載してください。 

例）×5 月 14 日午後 ⇒ 〇5 月 14 日 14 時～16 時 

 

⚫ 学会や会議など公のイベントへ参加する場合は日程やプログラム内容がわかる証憑書類

を、内輪の会議や打合せの場合はアポイントメント内容がわかるメール等の証憑書類も

提出してください。 

➢ 内輪の会議や打合せのアポイントは、可能な限りメール等の文書で取り交わすようにして

ください。電話など文書に残らない形で取り決めた場合は、その旨も出張報告書に記載して

ください。（チャットアプリのスクリーンショット等の提出も可能です） 

8月1日 8月2日 8月3日 8月4日 8月5日

用務

航空券代 研究費① ― ― ― 研究費①

鉄道運賃 研究費② ― ― ― 研究費②

宿泊費 研究費②（4泊分）

出張手当 研究費①（5日分）

研究費①および研究費②両方に関連する学会参加
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⚫ 出張目的（出張の内容）が研究活動に関連するものであることが第三者にもわかるよう

に、具体的に記載してください。 

➢ 学会への参加の場合も、それが当該研究活動にとってどのような位置づけなのかも記載し

てください。 

例）×学会へ参加した。 ⇒ 〇～についての研究成果を発表するため学会へ参加した。 

➢ 何の研究をしていて、どういう情報を収集するため、あるいはどういう調査をするための出

張なのかがわかるように記載してください。 

 

⚫ 過去に作成した出張報告書に上書きする場合は、必要な情報が確実にアップデートされ

ているかどうか、再度確認してください。 

 

⑫ Form9(研究費規程様式 9号)について（P.39 参照） 

2025年度から申請する出張については、研究活動における安全保障輸出管理に関する設

問が追加となっています。また、現地経費の廃止等に伴い、2026年度版として様式がさら

に改定されています。旧来の様式をお使いの方は、新たな 2026 年度版の様式を利用して

ください。 

新たな様式は rakumo 申請画面内のリンクからダウンロードまたはコピーできます。

ATOMSからも可能です。 ATOMS > Research Support 

 

➢ なお、エクセルを使用していない方は、Google スプレッドシート版をコピーし、編集

したファイルを PDF形式に変換して rakumo申請に添付してください。Google スプレッ

ドシートで作成した Form9 の URL を rakumo 申請に入力することはしないでください。 

 

⑬ 翌年度（2027年度）の出張について 

翌年度 2027年 4月 1 日からの出張に関して、2026年度中に航空券などの交通費、宿泊

費の支払いを済ませる必要がある場合は、2026 年度中に出張申請（出張前）を提出して所

属長の承認を得ておく必要があります（大学運用ルール）。 

該当する方は、早めに出張申請を提出するようにお願いします。事前に承認を得ている

ことで、2026 年度の領収書を使用して翌年度（2027 年度）の出張後に精算することが可

能となります。 
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⑶ 謝金等 

① 学生雇用（賃金） 

⚫ 研究補助雇用申請書 Research Assistant Employment Application の提出 

学生の雇用を希望する場合、雇用開始日の 2 週間前までに、rakumo から雇用の申請

（Research Assistant Employment Application）を研究支援チームに提出してください。雇用

の申請を受けて研究支援チームが「雇用条件通知書」【資料 3】を作成します。事前に雇用

条件通知書を発行していない学生には、賃金は支給できません。 

雇用できる学生は、原則、日本国内に居住している学生に限られます。やむを得ず海外

に滞在している学生に業務を依頼したい場合は、研究支援チームまで事前にご相談くださ

い。 

 

⚫ 時給 

時給は下表に示すように、学部生・大学院生ともに業務内容に応じて 3段階に設定され

ています。業務区分 B、Cの時給に設定する場合は、根拠を説明した理由書（任意様式）を

rakumoに添付するか、備考欄へ理由を記載してください。 

   

業務区分 業務内容 学部生 大学院生 

A 一般的なアカデミック・スキルで対応可能な業務 1,040 1,040 

B 専門分野の知識や高度なスキルを必要とする業務 1,200 1,200 

C 
専門分野の知識や高度なスキル、およびそれらを用い

た豊富な業務経験を必要とする業務 
1,360 1,360 

 

⚫ 【重要】旅費の支給について 

学生の業務に出張用務が含まれ、旅費の支給を伴う場合は、その旨を rakumo の Job 

Summary 欄または備考欄に明確に記載してください。記載がない状態で学生が出張用務を

行った場合、精算時にトラブルとなる可能性があります。 

 

⚫ 勤務時間 

 労働時間は、週 20 時間未満とし、1日あたり 8時間を越えないでください。また、学

内外で他のアルバイトと兼務する場合は、全ての労働時間の合計が 1 日 8 時間以内、

週 20時間未満となるよう、学生と確認しながら業務を割り当ててください。 

 基本的に学生を土日、祝日、平日の午後 10時以降に働かせることはできません。学生

の健康管理上の配慮から、正午～午後 1 時などの食事時間帯もできるだけ避けてくだ

さい。 
 

 原則として 1日の勤務時間の最小単位は 1時間となります。 

 雇用条件通知書に記載されている雇用期間、労働時間の上限を厳守してください。 
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⚫ 休憩 

1 日の労働時間が 6 時間を超える場合は、勤務時間内に 60 分以上の休憩を与えてくだ

さい。（参考：労働基準法では、1日の労働時間が 6時間以上の場合には少なくとも 45分、

8 時間を超える場合には少なくとも 60 分の休憩を勤務時間内に与えなければならないと

定められています。） 

 

⚫ 雇用条件の変更 

雇用条件通知書に記載されている雇用期間・勤務時間外の労働についての賃金は支払え

ません。当初の雇用条件を変更する必要が生じた場合は、変更後の条件で雇用が開始され

る日の 1週間前までに、再度、rakumo申請（Research Assistant Employment Application）を

提出してください。必要な手続きを経て変更通知書を発行します。変更が適用されるのは

雇用条件通知書、変更通知書の発行日以降となりますのでご注意ください。 

 

⚫ 勤怠管理・就業場所  

原則として、就業場所は国際教養大学キャンパス内としますが、テレワークも可能で

す。テレワークとなる場合は、電話、Zoom等で業務指示を行うとともに、適切な勤怠管理

を行ってください。 

「労働時間管理簿」(Google Sheet)【資料 4】は必ず教員が管理し、学生には業務の開

始時間及び終了時間を記入させてください。労働が発生した日については、教員・学生

ともにその時間が正しいことを確認のうえ、チェックボックスへチェックしてくださ

い。 

 

⚫ 賃金の支払い請求  

教員は、アルバイトの勤務翌月 5日までに rakumoから賃金支払いの依頼(Payment Request）

を申請し、「労働時間管理簿」の原本※を研究支援チームに提出してください。賃金は月末締

め翌月 21日払い（21 日が土日祝日の場合その前の平日）です。勤務翌月 21 日までに賃金を

支払わない場合は労働基準法違反となりますので、提出書類を期日までに必ずご提出くださ

い。雇用期間中に勤務実績のない月があった場合も、翌月 5 日までにその旨を研究支援チー

ムまでお知らせください。 

 

※「労働時間管理簿」の原本について 

Google Sheetを印刷し、必要な個所に教員がサインもしくは押印したもの。学生の押印、

サインは不要です。Google Sheetの「Instructions」タブも参照してください。 

 

 

➢ アルバイトへの賃金は、税法上、大学から直接支払う必要があり、立替払いはでき

ません。 

 

 

⚫ 留学生の雇用 

留学生を雇用する場合は、当該留学生が資格外活動許可書(Work Permit)を所持してい

る必要がありますので、事前に資格外活動許可書を所持しているか確認してください。



学生雇用の手順 
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教員 

雇用学生 

研究支援チーム 

 

総務課・教職員支援室 

FSS 

 

打診・了承 

 

調整・手続 

雇用条件通知書 

労働時間管理簿 

 

 

労働時間管理簿 

(Google Sheet) 

 

 

業務開始 

2 週間前までに提出 

作業開始前 

までに通知 

債主登録 

扶養控除申請 

給与振込 

毎月 21 日 

給与支払日 

毎月 5 日 

までに提出 

雇用期間中は学生の 

労働を管理/監督 

給与支払い手続 

rakumo  

Payment Request 

rakumo  

Research Assistant 

Employment Application  
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② 業務依頼（報酬）－講師、翻訳、通訳、校正、デザイン等 

 学外者等へ業務を依頼し、謝金を支払う場合は、事前に大学で「業務依頼書」【資料 5】 

を発行し、業務を依頼する相手から「承諾書」【資料 6】をもらう必要があります。 

  「業務依頼書」発行のため、業務開始日の 2週間前までに、rakumoから業務依頼の申請

（Work Request application）を研究支援チームに提出してください（共同研究者への依

頼は対象外）。業務依頼の詳細（期間、支出予算、依頼業務内容、依頼相手の情報、謝金の

金額とその根拠等）を rakumo に添付してください。依頼相手が外部の方の場合、CV を必

ず添付してください。口頭での依頼・承諾は認められません。 

 講師依頼のケースを除き、依頼した業務が完了した時点で、依頼相手から「業務完了報 

告書（様式任意）」を受け取り、研究支援チームに提出してください。 

 「承諾書（署名入りの原本）」の事前提出、依頼業務完了後の「業務依頼完了報告書（署

名入りの原本）」の提出がなければ、謝金を支払うことはできません。 

 データベース・プログラム・デジタルコンテンツ開発・作成などの特殊な役務を依頼し

た場合は、依頼相手からの「業務完了報告書（様式任意）」の提出を受けて、デモ・試運

転などを含む検収を行います。発注を依頼した教員と事務局にも検収に立ち合っていた

だきますが、発注内容により総務チームでの検収確認が困難な場合は、検収可能な他部

署（ICT・教学推進室など）の職員に検収を依頼します。 

 謝金は業務完了日の翌月 21日払い（21日が土日祝日の場合その前の平日）となります。 

 海外送金の場合は送金にかかる手数料も研究費からの支出となります。 

3月末に業務が完了し、4月に謝金支払いが発生する場合、送金手数料は翌年度の研究費 

からの支出となります。 

 

※報酬・謝金は、依頼する業務内容によっては源泉徴収対象になり得るため、立替払を認め

ていません。翻訳・通訳・校正に対する支払いは、報酬・謝金に該当します。業者への依

頼であっても委託費ではありません。依頼内容が報酬・謝金に該当するかどうか、または

源泉徴収の対象になるか否かは、事前に研究支援チームへご相談ください。       

 

③ 研究協力（謝礼） 

 研究協力者へ謝礼として渡すギフトカード（データタイプを含む）を研究費で購入する

ことができます。業務依頼同様、事前決裁が必要です。ギフトカードを渡す 2週間前ま

でに、研究協力の概要（協力者が事前に決まっている場合は協力者のリスト（データタ

イプを使う場合は協力者のメールアドレス）等も含む）を書面で研究支援チームへ提出

してください。ギフトカードは決裁承認後に購入してください。 

 ギフトカードの精算は使用分のみ可となります。余ったギフトカードを別目的に使用ま

たは翌年度に繰り越して使用することはできませんので、事前決裁後、私費精算（ある

いは自己負担）とならないように、必要枚数のみ購入してください。 

 

※ 本学では、現金での謝礼の支払いは認めていないため、Amazonギフトカ－ドやクオカ

－ド、図書カード等でお支払いください。



業務依頼手順 
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研究支援チーム 

 

業務開始前に提出 

教員 

打診・了承 

対象者 

総務課・教職員支援室 

 

FSS 

 

調整・手続き 
謝金振込 

毎月 21 日 

謝金支払日 

 

業務開始 2 週間前

までに提出 成果物 

業務完了報告

書 

支払処理 

承諾書 

業務依頼書 

 

rakumo  

Work Request Application  

債主登録 

扶養控除申請 

業務完了報告

書 

※成果物 

 ※rakumo Payment Request 

※必要時に提出 
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(4) その他 

⚫ サブスクリプション 

年度を跨ぐ年間プランのサブスクリプションであっても全額支払いが可能です。年間プ

ランを購入した年度で支払います。5月以降に年間プランを購入した場合でも全額支払う

ことができますので、現在月払いとしているサブスクリプションがありましたら年間プラ

ンへの変更もご検討ください。 

 

➢ 領収書の多くは再発行であることが記載されない電子領収書であるため、誤って同一

領収書にて複数回請求しないように十分にご注意ください。特にマンスリープランの

場合、複数の月分をまとめて請求せず、月々の精算を遅延なく、購入後 1か月以内

に、確実に実施するようにお願いします。 

 

➢ 当該年度の購入は 4月 1日から可能ですが、海外のサブスクリプションを購入する場

合、日本時間で 4月 1日であっても、レシート上では現地時間の 3月 31日となるケー

スがあります。支払い手続きの際にトラブルの一因となりますのでご注意ください。 

 

⚫ 学会年会費   

学会年会費を立て替えた場合は、金額が記載されている学会等の案内資料を添付して、

rakumoから立替精算依頼（Reimbursement Request)を提出し、精算を行なってください。 

年会費は、その年度の研究費から支出することを原則とします（2026年度年会費は 2026

年度研究費から支出）。但し、支払期限が前年度中に設定されているもの（例①）、本学の

会計年度（4月～翌年 3月）と異なる期間を対象とする年会費（例②）に関しては、実際

に支払いを行った年度の研究費からの支出も認められます。 

 

例）①2026 年度年会費(2026 年 4 月～翌年 3 月)の支払期日が前年度 2026 年 2 月 10 日の場合 

期日までに立替払いをしてください。原則、2026 年度研究費からの支出となりますが、

前年度 2025 年度研究費からの支出も可能です。 

 

②2026 年 1 月～12 月分の年会費（学会の会計年度が本学の会計年度を跨ぐ場合） 

2026 年 3 月 31 日までの立替払いであれば、原則、2026 年度研究費からの支出なります

が、2025 年度研究費からの支出も可能です。 

また、2026 年 4 月から 12月までの立替払いであれば、2026 年度研究費からの支出とな

ります。 

 

過年度の学会費は精算できませんのでご注意ください。 
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⚫ 学会参加費・登録料 

2025年度から、学会等の参加費は原則として、当該学会等への参加後に出張旅費と併せ

て精算を行うこととし、参加費のみの単独精算は行わないものとしています。精算の際は

金額が記載されている学会等の案内資料を添付してください。懇親会費の精算は認められ

ません。 

当該年度に開催される学会等の参加費・登録料は、開催年度に入ってからの立替払いを

原則とします。ただし、早期割引期間や通常申込期日が前年度に設定されている場合にお

いては、前年度中の立替払いも認められます。これらの場合でも、精算は学会等への参加

後に旅費精算と併せて行うものとします。 

 

例）2027 年度 2027 年 5 月 15 日開催の学会参加費 

①支払期日が 2026 年度 2027 年 3 月 20 日の場合 

期日までに立替払いをし、翌年 2027 年 5 月の学会参加後に、2027 年度研究費から出張旅

費とともに精算を行なってください。 

 

②早期割引支払期日が 2026 年度 2027 年 3 月 20 日で、通常申し込み支払期日が 2027 年度

2027 年 4 月 25 日の場合 

早期割引、通常申し込みともに支払期日までに立替払いが可能です。翌年 2027年度 2027

年 5 月の学会参加後に、2027 年度研究費から出張旅費とともに精算を行なってください。 

 

参加費を旅費精算とは別に単独で精算する必要がある場合は、研究支援チームまでご相

談ください。 

 

 

⚫ イベント（研究目的のためのワークショップ・研究会・会議等）の開催 

教員研究費や科研費など大学が管理する予算を使用して開催する場合は、事前にイベン

ト開催内容を起案し、学内承認を得る必要があります。開催日または周知開始日の 1ヶ月前

までに、以下の情報を研究支援チームまで提出してください。 

 

【開催起案に必要な情報】 

1) ワークショップ、会議等の名称及び内容 

2) 開催日時・場所 

3) 参加者（学内関係者のみ、あるいは一般参加も可など） 

4) 申込先（事前申し込みの必要な場合のみ）及び問合せ先 

5) 予算案（会場借料、印刷代、消耗品購入、アルバイト料、参加費の徴収、など） 

 

 開催場所として本学の施設を使用する場合、参加者が学内関係者のみの場合は、ご自身で

ATOMSから施設予約をしてください。但し、授業優先のため次学期以降の予約はできません。 
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 一般参加者を含む場合は利用施設に応じて、下記の施設管理者に学外者施設使用願を利用

する日の 7日前までに提出し、その許可を得てください。許可書が交付されます。 

 

施設管理者 担当施設 

総務課長 管理棟、講義棟、ファカルティ棟、カフェテリア、 

多目的ホール、学生イニシアティブセンター 

学修支援室長 図書館棟 

 

 本学の施設は基本的には無料で使用できますが、一般参加者を含み、さらに参加費などを課

しているイベント開催の場合は、有料となることもあります。 

 一般参加者も募集する場合のみ、大学 HPでの紹介や県政記者クラブなどへの投げ込みを行

うことができます。希望する場合は、開催日の 3週間前までに研究支援チームまでお知らせ

ください。 

 学内関係者への一斉メールでのイベント周知を希望する場合は、メール本文を作成し、  

research@aiu.ac.jp まで送付してください。その際、問合せ先を必ず記載してください。

メール送付まで 1週間程度かかります。直前の依頼には対応できない場合もありますので、

ご了承ください。 

 アルバイトの雇用は、業務を開始する 2週間前までに rakumo申請を行ってください。 

 会場借料、印刷代、消耗品購入、アルバイト代などの予算執行の際には、別途 rakumo申請

を行ってください。 

 

※ イベントの企画や運営は、イベントを主催する教員が行うものですので、研究支援チームは

企画や運営に関与しません。 

 

＜参考＞  

本学教員が所属している学会または研究会等、他団体のイベントを開催する場合の学内施

設利用、共催、後援について 

⚫ 本学の教員が所属する学会等の団体が、本学を会場にイベントを開催したい場合、教室や PA

機材などの施設を有料で借りることができます。利用したい施設に応じて、前述の施設管理

者に学外者施設使用願を提出してください。条件によっては無料で借りることもできます

ので、詳しくは施設管理者にお問い合わせください。 

⚫ イベントの企画や運営は、イベントを主催する学会等の団体が行うものです。本学は、企画

や運営には一切関与しません。 

⚫ 本学との共催（大学が行事等の企画または運営に参加し、共同主催者としての責任の一部を

分担すること）を希望する場合は、研究関連のイベントであれば研究支援チーム、教育関係

のイベントであれば教務チーム、それ以外のイベントであれば企画チームに、事前にご相談
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ください。本学が共催するかどうかは、イベントの趣旨・内容や諸条件を勘案し、大学とし

て判断します。 

⚫ 本学による後援（大学が行事等の趣旨に賛同し、その開催を援助すること）を希望する場合

は、企画チームにご相談ください。 

 

 (5) 研究費の使用状況、残高の確認方法 

財務会計システム（kuas）から研究費の使用状況、残高を確認することができます。 

    URL: https://kuas.aiu.ac.jp 

 

 上記 URL は研究室の有線 LAN からのみアクセス可能です。学外や学内 WiFi からはアクセス

できませんのでご注意ください。 

 上記 URLは ATOMSの左フレームの"Link"にもあります。 

「Financial Affairs and Accounting Systems (Office LAN only available)」 

 ログイン ID/Passは ATOMS と同じものをご利用ください。 

 ログイン画面で言語"English"を選択すると、支出予算執行状況照会画面が開きます。 

日本語を選択した場合は、メニューから「予算管理 > データ照会 > 支出予算執行状況照

会」と選択してください。 

 ログイン後、左上の検索条件"Financial Source"にて、「一般財源」と「科学研究費」 を切

り替えることで、それぞれの予算執行状況が確認可能です。 

画面中、一部英語に変換できない項目もありますのでご容赦ください（ブラウザの機械翻訳

機能をご利用ください）。 

 処理中の rakumo 申請の金額は、本システムに反映されていない場合があります。執行明細

をダウンロードすることで含まれている案件を確認することが可能です。 

 

➢ 詳細は、資料集の研究費・科研費残高の確認方法説明マニュアル（P.48）を参照してくだ

さい。 
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5． 資料集   

必要となる書式、マニュアル等は ATOMSからダウンロード可能です。ATOMS > Research Support 

【資料 1：様式第 9号(Form9)】 

 

１枚目：出張の概要を入力 

 

出張後に経費の詳細を入力し rakumo 

から研究支援チームへ提出 

出張先に貨物の輸出（あるいは別送）、技術の提供を行うか

どうかの設問があります。 

帰着日は出発地へ戻った到着日時です。 

（もしくは最終目的地への到着日時） 

 

時間欄はプルダウンから選択してください。 
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２枚目：旅程の詳細を入力 

*海外出張の場合、この旅程をもとに教職員 

 支援室が海外旅行保険を手配します。 
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3枚目：出張後、事前に申請した旅程

に変更があった場合のみ提出 

実際の旅程を入力 
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【資料 2：出張報告書 書式例（任意様式可）】 ※P.28 ⑪参照  

 使用予算を記載してください。 

出張期間、訪問先・日時、出張目的と概要・成果（各用務日の活動内容の

詳細）を必ず記入。活動内容と研究課題との関係を明確にしてください。 
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【資料3：雇用条件通知書】 

960円/時間 

部署名：教職員支援室 電話：018-886-5928/5929 内線：5928/5929 
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【資料 4：時給制短時間労働者 労働時間管理簿（Google Sheet）

  

教員の押印/サインが必要です。 

労働が発生した日付については、

教員・学生共にチェックボックスを

チェックしてください。 

 

雇用条件上の労働できない日付

はグレイアウトされています。 

最終的に入力情報の抜けがないかを確認し
て、教員・学生共にチェックボックスをチェック
してください。教員の押印/サインが必要です。 
 
翌月 5日までに rakumoにて支払いの申請を
してください。 
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【資料 5：業務依頼書】 

 

 

  

担当：公立大学法人 国際教養大学 

  研究・地域連携 

推進課 

住所：秋田県秋田市雄和椿川字奥椿岱 193-2 

TEL: 018-886-5905 

E-mail:research@aiu.ac.jp      
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【資料 6：承諾書】 
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【資料 7：業務完了報告書 書式例（任意様式可）】 
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【資料 8：研究費・科研費残高の確認方法説明マニュアル】 

 

https://kuas.aiu.ac.jp 
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【教職員等区分（S・A・B区分）】 

 

 

教職員等区分 教職員等の職級等 

Ｓ 役員 

理事長 

理事 

監事 

Ａ 

  

教員 

教授 

特命教員 特命教授 

  特任教員 特任教授  

事務職員 
エグゼクティブオフィサー 

シニアディレクター 

専門職員 教授等に準ずると認められる者 

Ｂ 

教員 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

准教授 

助教 

講師 

助手 

特命教員 

特命准教授  

特命助教  

特命講師  

特任教員 

特任准教授  

特任助教  

特任講師  

事務職員 

ディレクター 

シニアスタッフ 

スタッフ 

専門職員 Aに掲げる者以外のもの 

嘱託職員   

その他教職員 
客員教員等（客員教授、客員准教授、 

客員研究員）、非常勤講師、非常勤職員 
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【国内宿泊費支給限度額】 ※一泊朝食付きの料金 

 

 

S A B 
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【海外宿泊費支給限度額】 ※一泊朝食付きの料金 

 

 

 

S A B 
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【国内出張手当】 

 都道府県によらず、一律 2,400 円（一日につき） 

 

 

【海外出張手当】 

 

 

出張手当 

（一日につき） 
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